
広報（6） No.89４ 令和７年（２０２５年）５月１日

固定資産税　第１期、軽自動車税　全期　納期限：６月２日納期限のお知らせ

運輸事業継続支援事業補助金
　原油の価格高騰により経費増加などの影響を受けている運輸
事業者に対し、事業継続を支援するため補助金を交付します。

問商工観光課☎線８３２

対令和７年３月３１日時点で、埼玉運輸支局に登録している市内営
業所などに営業車両を有する事業者
補助額　車両１台につき１万円（上限１００万円）※１営業所等あた
り１回限り
申５月２０日から８月３１日（必着）までに、申請書など（商工観光
課または市ホームページで入手）を郵送で商工観光課へ

物価高騰対策に伴う補助事業物価高騰対策に伴う補助事業

八潮市農業経営者支援給付金
　市内農業者に、経営の安定および生産意欲の向上を図るため、
給付金を支給します。

問都市農業課☎線２９９

対次のいずれかに該当する方▼市内に住所を有する個人農業経
営者で「令和６年農業販売収入」が５０万円以上ある方▼市内に
主たる事業所を有する農業法人で「給付金申請時の直近決算の
売上」が５０万円以上ある方
支給額　農業販売収入額が①５０万円以上５００万円未満：５万円
②５００万円以上１，０００万円未満：１０万円③１，０００万円以上：１５万円
申５月１９日から７月１８日（必着）までに、申請書（都市農業課ま
たは市ホームページで入手）に必要書類を添えて、窓口または
郵送で都市農業課へ※農業経営者には申請書を郵送します。

省エネ家電買換促進事業補助金
　家庭のエネルギー費用負担を軽減するため、省エネ性能の高
い家電へ買い換える方へ、補助金を交付します。

問環境リサイクル課☎線３３８

対市内に住所を有し、居住している住宅の既存の家電を補助対
象機器（エアコン、冷蔵庫）へ買い換えの目的で、６月１０日以降に市
内協力店舗で、本体価格１０万円以上の機器を購入およびその設
置をした方※市内協力店舗は、市ホームページをご覧ください。
補助金額　５万円※１世帯１台限り	
申６月１０日から１２月２６日（必着）までに、申請書（環境リサイ
クル課または市ホームページで入手）に必要書類を添えて、郵
送で環境リサイクル課へ

防犯カメラ設置推進事業補助金
　犯罪の抑止および犯罪の記録を目的に、継続的に撮影する録
画機能付き家庭用防犯カメラの設置費用の一部を補助金として
交付します。

問交通防犯課☎線２８８

対市内に戸建住宅を所有し、その住所に居住している方で、防
犯カメラを６月１日以降に購入およびその設置をした方
補助金額　経費の２分の１に相当する額（１,０００円未満切り捨て、
上限２万円）※申請は１回限り
申６月２日から令和８年１月３０日までに、申請書など（交通防犯課
または市ホームページで入手）を交通防犯課窓口へ

各事業の要件など詳しくは、市ホームページをご覧ください。

案内案内
会議の開催

●第１回八潮市検診等に関する
専門部会の傍聴
日５月２１日㈬　午後１時３０分～２
時３０分
場保健センター検診室
内令和６年度がん検診における
がん確定報告などについて
定５人（当日先着順）
問健康増進課☎線８５６
●第１回八潮市市民活動推進委
員会の傍聴
日５月２２日㈭　午後２時～
場やしお生涯楽習館多目的ホー
ル
内八潮市協働のまちづくり推進
事業助成事業の審査についてほ
か
定１０人（当日先着順）
問市民協働推進課☎線３２８

ＨＯＴＨＯＴ
市役所の電話

996-2111
HOTコーナーに掲載の情報について詳しくは、市ホームページを
ご覧になるか、お問い合わせください。コーナーコーナー

おしらせおしらせ FAX

995-7367

全国一斉情報伝達試験放送
　地震や武力攻撃など、国から
の緊急情報を伝達する全国瞬時
警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）と、
市の防災行政無線の連動を確認
するため、試験放送を行います。
日５月２８日㈬　午前１１時ごろ（予
備日：６月２５日㈬）
※災害や天候などにより、中止
する場合があります。中止にな
った場合は、予備日に実施します。
内チャイムの音に続いて、次の
放送が流れます。
▼これは、Ｊアラートのテスト
です（３回）▼こちらは、防災
やしおです
問危機管理防災課☎線８０４

八潮市工業振興基金を
活用した支援制度
対次のすべてに該当する方
▼市内において、引き続き１年
以上事業を営んでいる中小企業
の方▼申込日現在、市税の滞納

がない方▼他の制度による助成
を受けていない方▼令和７年４月
から令和８年２月末日までに研究
事業の完了、認証取得、新製品
の開発、機械装置等の購入また
は修繕が見込まれる方など
対象事業　①産学官共同研究事
業②ＩＳＯ９００１・１４００１認証新規
取得事業③エコアクション２１の
認証新規取得事業④工業新製品
開発事業⑤経営革新計画承認企
業等が行う機械装置等の購入・
修繕事業
補助額　経費の２分の１に相当す
る額（１００円未満切り捨て）
※対象事業①②④は限度額３０万
円、③⑤は限度額１０万円
※予算枠に達し次第締め切り
申令和８年１月３０日までに、商工
観光課（☎線４７９）窓口へ

中小企業不況対策融資制度
対次のすべてに該当する方
▼最近３カ月の月平均売上額が、
昨年同期と比べて１０％以上減少

しているか、２年前もしくは３年
前の同期と比べて１０％以上減少
していて、かつ前年同期に比べ
て５％以上減少している方▼市
内で１年以上事業を営んでいる
方▼期限の到来している市税を
完納している方など
限度額　１，０００万円（運転資金）
償還期間　１０年以内（据え置き
１年以内含む）
利率　１．２％
信用保証料　埼玉県信用保証協
会へ支払った保証料を全額補助
※保証協会の事業者選択型経営
者保証非提供制度を利用した場
合で、上乗せした信用保証料分
については対象外
保証人　個人は不要、法人は保
証協会の定めるところによる
担保　必要に応じて求める
※予算枠に達し次第締め切り
申事前に金融機関に相談のうえ、
令和８年１月３０日までに　商工観
光課（☎線４７９）窓口へ


